
利 益 剰 余 金 △428,315

資  産  合  計 119,055 負 債 及 び 純 資 産 合 計 119,055
差 入 保 証 金 2,193

そ の 他 利 益 剰 余 金 △428,315
繰 越 利 益 剰 余 金 △428,315⾧ 期 前 払 費 用 369

純 資 産 合 計 108,891

減 価 償 却 累 計 額 △32,341

投 資 そ の 他 の 資 産 3,584
関 係 会 社 株 式 1,022

108,891
4,790

897
3,894

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定 資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

工具、器具及び備品 33,640

資 本 金
株 主 資 本

100,000
437,206
437,206

（ 純 資 産 の 部 ）
負 債 合 計 10,164

前 払 費 用 3,714 預 り 金 366

有 形 固 定 資 産 1,598
建 物 300

未 収 消 費 税 等 6,624
固 定 資 産 9,972

前 渡 金 639 未 払 法 人 税 等 290

仕 掛 品 531 未 払 役 員 報 酬 1,136

立 替 金 1,968

原 材 料 21,202 未 払 費 用 1,695
商 品 146 未 払 金 3,083

貯 蔵 品 12 未 払 給 与 3,342

第６期 決算公告

（2024年1月31日現在）

科    目  金 額 科    目  金 額

現 金 及 び 預 金 74,246 買 掛 金 251

貸借対照表

2024年4月25日
東京都文京区本郷7-3-1

BionicM株式会社
代表取締役社⾧ 孫 小軍

東京大学アントレプレナープラザ203室

（単位：千円）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産 109,082 流 動 負 債 10,164
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
①満期保有目的の債券

該当事項はありません。

②子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

③その他有価証券

該当事項はありません。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

①商品・原材料・貯蔵品

最終仕入原価法

②製品・仕掛品

最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産
①リース資産以外の有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、2016年4月1日以降に取得した建物付属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15 年

工具、器具及び備品 2 ～ 6 年

②リース資産

該当事項はありません。

(2)無形固定資産
該当事項はありません。

3. 引当金の計上基準

該当事項はありません。

4. 収益及び費用の計上基準

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(当期純損益金額)
1. 当期純損失金額

千円276,336

 当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認

識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1)製品の開発、製造及び販売事業

 当社は、製品の開発、製造及び販売を行っております。これらの製品の販売については、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識して

おります。

 《国内取引》当社は顧客との販売契約に基づき製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点にお

いて、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されます。なお、当社では、製造委託先にて製品の性能検査等を行ったうえで製品を出

荷しております。したがって、顧客は製品の性能検査等の必要はなく、受入側に実質的な検収はございません。国内においては出荷日にお

いて顧客が製品に対する支配を獲得し、当社の履行義務が充足したと判断できるため、出荷基準にて収益を認識しております。

 《輸出取引》当社の製品の輸出における貿易条件は、FOB、CIFとしております。当該貿易条件では、当社（売主）が指定船積港の本船

に荷物を積み込むまでの費用及びリスクを負担し、それ以降の費用及びリスクは買主が負担しております。以上のことから、輸出について

は船積日において顧客が製品に対する支配を獲得し、当社の履行義務が充足したと判断できるため、船積日基準にて収益を認識しておりま

す。
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